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みちのりグループ

みちのりグループ

5,739⼈

経営共創基盤

みちのり
ホールディングス

計

従業員

バス

その他

2,458台

岩⼿県北バス
グループ

414台

928⼈

カーシェア
11台

・岩⼿県北⾃動⾞

・東⽇本交通

・みちのりトラベル東北

・浄⼟ヶ浜パークホテル

・瑞光（旅館︓四季亭運営）

・宮古エコカー
シェアリング

福島交通
グループ

543台

914⼈

鉄道
6編成14両

・福島交通

・福交整備

・福島交通観光

・フクコーアド

・福交保険
サービス

会津バス
グループ

196台

467⼈

タクシー
81台

・会津乗合⾃動⾞

・会津トラベル
サービス

・ATS保険サービス

・あいづスタッフ

関東⾃動⾞
グループ

612台

980⼈

・関東⾃動⾞

・関東⾃動⾞整備

・関東ツアー
サービス

・やしお観光バス

・那須交通

茨城交通
グループ

693台

1,417⼈

タクシー/ハイヤー
95台

レンタカー220台

・茨城交通

・運⾏マネジメント
サービス

・電鉄タクシー

・なの花交通バス

・ひたちなか海浜
鉄道（49%出資）

湘南
モノレール

107⼈

モノレール
7編成21両

みちのり
トラベル
ジャパン

4⼈

※従業員数・⾞両台数は2021年8⽉31⽇時点（佐渡汽船は2022年3⽉31⽇時点）

100%出資

20⼈

佐渡汽船
グループ

・佐渡汽船
佐渡汽船シップマネジ
メント・佐渡汽船シッ
プメンテナンス・佐渡
汽船運輸・佐渡汽船観
光・佐渡汽船商事・万
代島ビルテクノ・両津
南埠頭ビル・佐渡⻄三
川ゴールドパーク・⼩
⽊観光・佐渡歴史伝説
館・SADO⼆ツ⻲
ビューホテル

902⼈

カーフェリー2隻
ジェットフォイル3隻

貨物船1隻
トラック197台
レンタカー61台

100%出資

67%出資
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現⾏補助制度の問題点
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１．⾚字補填のため、事業者にインセンティブが働かない

２．単年度での補助のため、⻑期ファイナンスの原資にならない

３．路線（系統）単位での補助のため、ネットワークの視点が弱い

 ⾚字全額補填だけではなく、予算やブロック平均単価等の上限キャップによ
り事業者負担が⽣じるため、事業者にサービス⽔準の向上や運⾏の効率
化等を積極的に⾏う動機付けがない

 事業者の利潤が得られない場合、設備投資や従業員の賃⾦の抑制によ
り、設備の⽼朽化や⼈⼿不⾜の拍⾞を招き、地域からの撤退を誘発する

 現⾏の補助⾦は、１年間の運⾏実績に基づいて⾦額が確定すること、複
数年に渡って⽀払われることが保証されるものではないことから、⾦融機関か
らみるとファイナンスの担保にならない

 資⾦調達ができないと、運転⼠の確保や⾞両更新、利⽤者の利便性を向
上させる様々な設備投資（DX）が進まない

 ⾚字補填がされない路線の廃⽌によるネットワークの毀損に加えて、⿊字
路線への競合事業者の参⼊（クリームスキミング）による過当競争（通
勤・通学時間帯の過剰な運⾏等）を招く可能性もある

 路線バスとコミュニティバス、デマンド交通等との住み分けができず、⾮効率
な運⾏と公的負担の増加につながる

適切な収⽀試算による委託費を定め
ると共に、運賃収⼊の超過分を事業
者の利潤とすることで、運⾏の効率化
やサービス⽔準向上を積極的に⾏うイ
ンセンティブを与える

複数年の委託契約とすることで、事業
者が契約を担保としたファイナンス獲
得が可能となる

エリア単位の⼀括委託とするが、事業
者がエリア全体の運⾏を受託できる経
営資源（運転⼠、⾞両等）を有して
いることが必要となる
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PPP（エリア⼀括⻑期運⾏委託）

公設⺠営と運⾏委託

⾃治体と事業者の弛まぬ連携

１

２

３

 どちらの⽅法でも、地域公共交通計画に基づき、地域公共交通の設計（路線・ダイヤ・運賃等のサービス⽔準）と
マネジメント（⽬標設定、PDCA等）を⾏う

PPP
公設⺠営

運⾏委託

⾃治体がバス⾞両等を購⼊・保有し、運⾏のみ⺠間に委託（減価償却費、修繕費は⾃治体負担）

バス⾞両等の購⼊・保有と運⾏をまとめて⺠間に委託（従来型のコミュニティバス委託と同じ形態）

活性化再⽣法上の地域公共交通計画においてPPPの導⼊を⽅向付けする

【⾃治体】
事業者に適切な
動機付け

【事業者】
適切なコストで
安全に運⾏

【双⽅】
弛まぬマーケティング
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混乗そしてPPPへ

病院バス

スクールバス

企業送迎バス

デマンド交通

路線バス

コミュニティバス

鉄道

鉄道

現状

• 様々な交通モードが
重複

ネットワークの統合

• 路線バス（コミュニティバス）
への統合（混乗）

エリア⼀括⻑期運⾏委託

• 公の⽀出の⻑期安定化
• 事業者の動機付け

路線バス

⾃治体
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交通インフラのサステナビリティ向上のために

都市間
バス 路鉄

⾼

鉄

路線
バス

ローカル
鉄道

公

貸

公
貸

鉄

デ鉄

路

公

貸
路

鉄

デ
鉄

貸⾼

デマ
ンド

貸

ローカル
鉄道

貸切
バス

交通インフラ

集約・統合

モード転換
⺠営化

⾃

⾃治体

⾃

公営
バス

⾃

⾃

バス
デマンド

バス
鉄道

バス
鉄道
デマンド

交通インフラ
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